
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年８月14日

【四半期会計期間】 第53期第１四半期（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

【会社名】 株式会社電算

【英訳名】 DENSAN CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　轟　一太

【本店の所在の場所】 長野県長野市鶴賀七瀬中町276番地６

【電話番号】 026-224-6666（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　丸山　沢水

【最寄りの連絡場所】 長野県長野市鶴賀七瀬中町276番地６

【電話番号】 026-224-6666（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　丸山　沢水

【縦覧に供する場所】 株式会社電算東京支社

（東京都中央区新川一丁目28番25号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

EDINET提出書類

株式会社電算(E24457)

四半期報告書

 1/20



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期
累計期間

第53期
第１四半期
累計期間

第52期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 2,768,091 2,861,213 14,799,774

経常利益又は経常損失（△） （千円） △334,270 192,298 600,331

四半期（当期）純利益又は四

半期純損失（△）
（千円） △242,976 122,053 419,652

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,395,482 1,395,482 1,395,482

発行済株式総数 （株） 5,837,200 5,837,200 5,837,200

純資産額 （千円） 7,592,381 8,266,367 8,220,530

総資産額 （千円） 14,802,662 17,484,032 18,706,886

１株当たり四半期（当期）純利益
金額又は１株当たり四半期純損失
金額（△）

（円） △44.24 22.10 76.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 22.04 76.08

１株当たり配当額 （円） － － 35.00

自己資本比率 （％） 51.2 47.1 43.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する重要な関連会社がないため記載しておりま

せん。

４．第52期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢が改善し、緩やかな回復基調が続きました。

先行きにつきましては、各種政策の効果もあり、緩やかに回復していくことが期待される一方、海外経済の不確実

性の高まりや金融資本市場の変動の影響等、不透明な状況が続いております。

当社が属する情報サービス業界につきましては、企業の設備投資には持ち直しの動きがみられるものの、ソフト

ウェア投資は概ね横ばいとなっており、受注環境は依然として厳しい状況にあります。

このような状況のもとで、当社は、総合行政情報システムをはじめとする市区町村向けの各種システムの新規顧

客の開拓並びにシステムリプレイス、また、リース業向けのリース業務パッケージ、流通業向けの販売管理システ

ム、病院情報関連システム等の新規顧客獲得及びリプレイス、合わせてセキュリティ関連サービス及びデータセン

ターサービスの受注活動に注力いたしました。

当第１四半期累計期間におきましては、公共分野での国民健康保険制度改正対応、自治体情報システム強靭性向

上モデル対応、また産業分野でのリース業務パッケージシステム及び介護支援システム等の医療福祉関連システム

の導入や保守等により売上を確保しました。

また利益につきましては、当第１四半期はシステム機器販売等の案件が多く発生し、売上総利益率を下げる要因

となったものの、営業利益、経常利益、当期純利益につきましては、継続しております次期総合行政情報システム

の研究開発が、資産（ソフトウエア仮勘定）に計上される製品化に向けた工程が主体となっており、研究開発費と

して計上される経費が前年同期と比較し減少したことで増益となりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は2,861百万円（前年同期比3.4%増）、経常利益は192百万円（前年

同期は334百万円の経常損失）及び四半期純利益は122百万円（前年同期は242百万円の四半期純損失）となりまし

た。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

＜公共分野＞

定例業務である住民税・固定資産税・軽自動車税・国民健康保険等の受託処理及び総合行政情報システム

（Reams.NET）等のシステム保守のほか、国保情報集約システムとの連携に係る国民健康保険システム改修、総務

省の自治体情報システム強靭性向上モデル対応等を行い、売上、利益を確保しました。また、研究開発費が前年同

期と比較し減少したこと等により、前年同期と比べ増収増益となりました。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は2,189百万円（前年同期比5.5%増）、営業利益は233百万円（前年同

期は271百万円の営業損失）となりました。

 

＜産業分野＞

定例業務である口座振替、給与計算等の受託計算処理、インターネット接続サービス、リース業務パッケージの

保守及び民間企業向けデータセンターサービスの提供を行いました。

当第１四半期累計期間におきましては、上記の業務のほか、生産管理システムの開発・導入、介護支援システム

の複数団体への導入、アプリケーション仮想化ソフトウェアの販売等で売上を計上したものの、前年同期と比べ減

収となり、利益につきましても営業損失を計上いたしました。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は671百万円（前年同期比3.1%減）、営業損失は46百万円（前年同期

は69百万円の営業損失）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末と比較して1,222百万円減少し、17,484百万円となり

ました。これは主に、現金及び預金が1,232百万円、ソフトウエア仮勘定が429百万円増加したものの、受取手形及

び売掛金が3,067百万円減少したことによるものです。

負債は前事業年度末と比較して1,268百万円減少し、9,217百万円となりました。これは主に、固定負債のその他

に含まれる長期リース債務が246百万円増加したものの、買掛金が1,291百万円、賞与引当金が326百万円減少した

ことによるものです。

また、純資産は前事業年度末と比較して45百万円増加し、8,266百万円となりました。これは主に、利益剰余金

が22百万円増加したことによるものです。

なお、自己資本比率は、47.1%（前事業年度末43.8%）となりました。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、平成26年10月30日開催の取締役会の決議により当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりでありま

す。

 

Ｉ 基本方針の内容の概要

 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ安定的に確保し、向上していくことを可能とする者である必要がある

と考えております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主の皆様全体の意思に基づ

いて行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付けが行われる場合、当該行為が当社の

企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の

大量買付けの内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を

提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必

要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社株式の大量買付けを行う者が、当社の事業及び財務の内容ならびに当社の企業価値を理解し、当社の企業価

値の源泉を中長期的に確保・向上させることができなければ、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益が

毀損されることになります。また、当社株式の大量買付けを行う提案を受けた際、株主の皆様が最善の選択を行う

ためには、大量買付行為が当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、その

ために必要な情報や時間が確保されないまま大量買付行為が強行される場合には、当社の企業価値及び株主の皆様

の共同の利益が毀損されることになります。

当社は、そのような当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資さない大量買付けを行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為に対しては、必要かつ

相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えてお

ります。

 

Ⅱ 会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

 

当社においては、「Reams（リームス）」に代表される当社の技術・知識・ノウハウが最大限活かされて開発さ

れた各種ソフトウェア資産、技術・知識・ノウハウが蓄積された人材、お客様密着型の企業文化、提携ビジネス

パートナーとの協働関係の確立、及び独立系情報サービス企業であることなどが、当社の企業価値及び株主の皆様

の共同の利益の源泉であると考えております。当社は、これらの企業価値の源泉を踏まえ、成長企業としての基盤

構築、積極的な人材育成による技術力の向上、次期システムの研究開発及び設備投資、システム開発の品質・生産

性向上といった諸施策を実行していくことにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図ってまいり

ます。
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また、当社は、コーポレート・ガバナンスの強化として、取締役の任期を１年とし、また社外取締役及び社外監

査役のうち５名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。このような役員体制のもと、

毎月定例的に開催する取締役会では、各社外取締役及び社外監査役は、取締役会の重要な意思決定及び業務執行の

妥当性・適正性を確保する機能・役割を担うなど、経営の透明性と健全性の確保及び環境の変化に迅速・適切に対

応できる経営機能の強化を図っております。なお、監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務遂

行状況を監査するとともに、内部監査担当者及び会計監査人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、相互の連携を

深め、監査の有効性を高めております。

 

Ⅲ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される

ことを防止するための取組みの概要

 

当社は、平成27年５月27日開催の取締役会の決議及び平成27年６月25日開催の定時株主総会（以下「本定時株主

総会」といいます。）の決議に基づき、「当社株式の大量買付行為への対応策」（買収防衛策）を継続いたしまし

た（以下、「本プラン」といいます。）。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の株券等の大

量買付行為が行われる場合に、大量買付行為を行おうとする者（以下「大量買付者」といいます。）に対し、

（i）事前に当該大量買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、（ii）当社が当該大量買付行為につい

ての情報収集・検討等を行う時間を確保した上で、（iii）株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示

すること、あるいは大量買付者との交渉を行っていくための手続を定めています。

当社取締役会は、大量買付者が本プランに定められた手続を遵守したか否か、大量買付者が本プランに定められ

た手続を遵守した場合であってもその大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうもの

として対抗措置を発動するか否か、及び、対抗措置を発動するか否かについて株主総会に諮るか否かの判断につい

ては、その客観性、公正性及び合理性を担保するため、当社は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会

を設置し、独立委員会に必ず諮問することとします。

本プランは、以下の①ないし③のいずれかに該当しまたはその可能性がある行為がなされ、またはなされようと

する場合（ただし、当社取締役会があらかじめ承認したものを除きます。以下「大量買付行為」といいます。）を

適用対象とします。

 

① 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付その

他の取得

② 当社が発行者である株券等に関する大量買付者の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合との

合計が20％以上となる当該株券等の買付その他の取得

③ 当社が発行者である株券等に関する大量買付者が、当社の他の株主との間で当該他の株主が当該大量買付

者の共同保有者に該当することとなる行為を行うことにより、当該大量買付者の株券等保有割合が20％以

上となるような行為

 

大量買付行為を行う大量買付者には、大量買付行為の実行に先立ち、本プランに定める手続きを遵守する旨の誓

約文言を含む書面（以下「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただきます。当社は、意向表明

書を受領した日から10営業日以内に、買付説明書（以下に定義されます。）の様式を大量買付者に対して交付いた

します。大量買付者は、当社が交付した書式に従い、当社株主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成の

ために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（以下「買付説明書」といいま

す。）を、当社に提出していただきます。

大量買付者より本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、当社取締役会は、大量買付行為の内容の評

価、検討、協議、交渉、代替案作成のための期間として、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによ

る当社全株式の買付けの場合）または90日間（その他の大量買付行為の場合）の取締役会評価期間を設定します

（なお、止むを得ない事情がある場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、最大30日間延長することが

できます。）。

独立委員会は、大量買付者及び当社取締役会から提供された情報に基づき、必要に応じて外部専門家等の助言を

得て大量買付行為の内容の評価・検討等を行い、取締役会評価期間内に対抗措置の発動もしくは不発動または対抗

措置発動の可否等につき株主総会に諮るべきである旨を当社取締役会に勧告を行います。
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当社取締役会は、独立委員会の前述の勧告を最大限尊重し、取締役会評価期間内に対抗措置の発動もしくは不発

動に関する会社法上の機関としての決議または株主総会招集の決議その他必要な決議を遅滞なく行います。対抗措

置発動の可否等につき株主総会において株主の皆様にお諮りする場合には、株主総会招集の決議の日より最長60日

以内に株主総会を開催することとします。当社が本プランに基づき発動する大量買付行為に対する対抗措置は、新

株予約権無償割当て等、会社法その他の法令及び当社の定款上認められている措置とします。対抗措置として新株

予約権無償割当てを実施する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことによ

り新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大量買付者等によ

る権利行使が認められないという行使条件や当社が大量買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取

得することができる旨の取得条項等を付すことがあるものとします。

本プランの有効期間は、本定時株主総会終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとしており、これにより、本プランの有効期間は、平成30年６月に開催予定の定時株主総

会の終結時までであります。

なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

http://www.ndensan.co.jp/ir/press.html）に掲載の平成27年５月27日付プレスリリースをご覧下さい。

 

Ⅳ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

 

Ⅱに記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資す

る特別な取組みは、Ⅱに記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方策で

あり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、上記Ⅰに記載した当社の基本方針に沿うもので

す。

また、本プランは、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、対抗措置の発動もしくは不発動

または株主総会招集の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会は当社の費

用で独立した第三者である外部専門家等を利用することができるとされていること、本プランの有効期間は３年で

あり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等、その内容において公正性・客

観性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、上記

Ⅰに記載した当社の基本方針に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、29百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6) 生産、受注及び販売の実績

① 生産実績

当社の生産は、サービスメニューごとの規模等により作業手順、作業時間、工程管理等が異なります。さらに、

受注形態も個別かつ多岐にわたっている上に完成後直ちに顧客へ引き渡しており、生産実績は販売実績とほぼ一致

しているため記載をしておりません。

 

② 受注状況

当第１四半期累計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

公共分野 2,208,057 168.9 7,150,485 128.6

産業分野 712,846 272.9 2,270,597 113.8

合計 2,920,903 186.2 9,421,082 124.7

 
なお、当第１四半期累計期間の受注状況を業務の種類別に示すと、次のとおりであります。

業務の種類別
受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

情報処理・通信サービス 177,974 271.1 1,957,232 108.9

ソフトウェア開発・

システム提供サービス
1,453,808 195.8 4,335,440 125.6

システム機器販売等 866,385 167.8 1,077,341 148.4

その他関連サービス 422,734 172.9 2,051,067 129.7

合計 2,920,903 186.2 9,421,082 124.7

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．上記受注残高のうち、当事業年度内に売上計上が予定されている金額は7,272,476千円であります。

 

③ 販売実績

当第１四半期累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
販売高
（千円）

前年同期比
（％）

公共分野 2,189,523 105.5

産業分野 671,689 96.9

合計 2,861,213 103.4

 
なお、当第１四半期累計期間の販売実績を業務の種類別に示すと、次のとおりであります。

業務の種類別
販売高
（千円）

前年同期比
（％）

情報処理・通信サービス 833,615 97.9

ソフトウェア開発・

システム提供サービス
1,093,243 86.7

システム機器販売等 477,839 166.4

その他関連サービス 456,514 124.0

合計 2,861,213 103.4

　（注）１．前第１四半期累計期間及び当第１四半期累計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　　　　２．前第１四半期累計期間及び当第１四半期累計期間の輸出高の総額及び販売実績に対する輸出高の割合並びに

輸出高の総額に対する主要な輸出先国又は地域別の輸出割合は、輸出を行っていないため、記載しておりま

せん。

　　　　３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社の当第１四半期会計期間末における、総資産に占める有利子負債（リース債務は除く）は28.4％になってお

り、前事業年度末と比較して比率が1.1ポイント増加しております。今後は、営業活動によるキャッシュ・フロー

により有利子負債の削減を進めてまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,837,200 5,837,200
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数

100株

計 5,837,200 5,837,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 5,837,200 － 1,395,482 － 1,044,925

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

291,800
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,544,700
 

55,447
権利内容に限定の
ない標準となる株式

単元未満株式
普通株式

700
－ －

発行済株式総数 5,837,200 － －

総株主の議決権 － 55,447 －

（注）「電算従業員持株会専用信託」の信託財産（所有名義「野村信託銀行株式会社（信託口）」）14,300株（議決権の

数143個）は、会計処理上、自己株式として扱っておりますが、当該株式は、電算従業員持株会の議決権行使状況

を反映した信託管理人の指図に従い議決権行使されるため、「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社電算
長野県長野市鶴賀七

瀬中町276番地６
291,800 － 291,800 5.00

計 － 291,800 － 291,800 5.00

（注）「電算従業員持株会専用信託」の信託財産（所有名義「野村信託銀行株式会社（信託口）」）14,300株（議決権の

数143個）は、会計処理上、自己株式として扱っておりますが、当該株式は、電算従業員持株会の議決権行使状況

を反映した信託管理人の指図に従い議決権行使されるため、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その

他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　1.0％

売上高基準　　　　3.3％

利益基準　　　　△9.1％

利益剰余金基準　△0.1％

※利益基準は一時的な要因で高くなっておりますが、重要性はないものと認識しております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,230,731 2,463,177

受取手形及び売掛金 5,133,941 2,066,093

商品 200,319 203,539

仕掛品 100,744 203,597

原材料及び貯蔵品 28,592 35,461

その他 1,417,790 1,471,809

貸倒引当金 △178 △168

流動資産合計 8,111,942 6,443,510

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 4,646,570 4,579,006

土地 1,732,845 1,732,845

その他（純額） 441,094 443,709

有形固定資産合計 6,820,510 6,755,561

無形固定資産   

ソフトウエア仮勘定 2,481,400 2,911,300

その他 166,672 240,732

無形固定資産合計 2,648,073 3,152,032

投資その他の資産   

その他 1,137,113 1,143,547

貸倒引当金 △10,753 △10,619

投資その他の資産合計 1,126,360 1,132,927

固定資産合計 10,594,944 11,040,522

資産合計 18,706,886 17,484,032
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,849,452 557,684

短期借入金 3,402,000 3,372,000

1年内返済予定の長期借入金 411,620 386,600

未払法人税等 200,415 19,426

賞与引当金 666,707 340,688

製品保証引当金 2,713 2,532

その他 972,522 1,380,067

流動負債合計 7,505,430 6,058,998

固定負債   

長期借入金 1,295,060 1,210,820

退職給付引当金 1,229,294 1,245,178

資産除去債務 405 405

その他 456,166 702,262

固定負債合計 2,980,926 3,158,666

負債合計 10,486,356 9,217,665

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,395,482 1,395,482

資本剰余金 1,079,443 1,083,798

利益剰余金 6,390,610 6,413,291

自己株式 △684,390 △665,296

株主資本合計 8,181,145 8,227,275

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,094 4,801

評価・換算差額等合計 5,094 4,801

新株予約権 34,290 34,290

純資産合計 8,220,530 8,266,367

負債純資産合計 18,706,886 17,484,032
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,768,091 2,861,213

売上原価 1,708,720 1,854,271

売上総利益 1,059,371 1,006,941

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 275,553 283,801

賞与引当金繰入額 104,385 109,063

研究開発費 657,850 29,107

貸倒引当金繰入額 97 △59

その他 355,801 399,513

販売費及び一般管理費合計 1,393,688 821,427

営業利益又は営業損失（△） △334,317 185,514

営業外収益   

受取利息 84 45

受取配当金 3,910 7,212

受取報奨金 － 3,000

その他 1,133 1,467

営業外収益合計 5,128 11,725

営業外費用   

支払利息 3,740 4,718

為替差損 1,162 45

その他 178 177

営業外費用合計 5,081 4,941

経常利益又は経常損失（△） △334,270 192,298

特別利益   

投資有価証券売却益 608 －

特別利益合計 608 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △333,661 192,298

法人税、住民税及び事業税 3,510 2,200

法人税等調整額 △94,195 68,045

法人税等合計 △90,685 70,245

四半期純利益又は四半期純損失（△） △242,976 122,053
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行ってお

ります。

(1) 取引の概要

当社は、平成25年５月27日開催の取締役会において、従業員に対して当社の中長期的な企業価値向上のイン

センティブを付与すると同時に、福利厚生の増進策として、持株会の拡充を通じて従業員の株式取得及び保有

を促進することにより従業員の財産形成を支援することを目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プ

ラン」（以下「本プラン」という。）の導入を決議いたしました。

本プランは、「電算従業員持株会」（以下「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象とするイ

ンセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「電算従業員持株会専用信託」（以下「従持信

託」という。）を設定し、従持信託は、その設定後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株

式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、

信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として

受益者適格要件を満たす者に分配されます。

なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保証しているため、当社株価の下落により

従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入残債

がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済いたします。

(2) 信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平

成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

①従持信託における帳簿価額は前事業年度45,348千円、当第１四半期会計期間26,254千円であります。

②従持信託が所有する当社株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③期末株式数は前第１四半期累計期間44千株、当第１四半期累計期間14千株であり、期中平均株式数は、前

第１四半期累計期間52千株、当第１四半期累計期間21千株であります。

④期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（四半期貸借対照表関係）

債務保証

以下のとおり、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第１四半期会計期間
（平成29年６月30日）

電算共済会 60,000千円 50,000千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 

 

前第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 130,918千円 119,920千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類

配当金

の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日

取締役会
普通株式 127,544 23 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金

（注）配当金の総額は、従持信託が保有する当社株式56千株に対する配当金1,297千円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類

配当金

の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日

取締役会
普通株式 99,817 18 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

（注）配当金の総額は、従持信託が保有する当社株式24千株に対する配当金444千円を含んでおります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注）１

四半期損益

計算書計上

額（注）２ 公共分野 産業分野 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,075,210 692,881 2,768,091 － 2,768,091

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 2,075,210 692,881 2,768,091 － 2,768,091

セグメント損失（△） △271,716 △69,763 △341,480 7,162 △334,317

（注）１．セグメント損失の調整額7,162千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であり、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント損失の合計は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当第１四半期会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」を適用

し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。

なお、この変更による当第１四半期累計期間のセグメント損失に与える影響額は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注）１

四半期損益

計算書計上

額（注）２ 公共分野 産業分野 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,189,523 671,689 2,861,213 － 2,861,213

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 2,189,523 671,689 2,861,213 － 2,861,213

セグメント利益又は損失（△） 233,766 △46,177 187,589 △2,074 185,514

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△2,074千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であ

り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失の合計は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△44円24銭 22円10銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△242,976 122,053

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△242,976 122,053

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,492 5,523

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 22円04銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 14

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１．従持信託が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額」の算定

上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第１四半期累計期間52千株、当第

１四半期累計期間21千株）。

２．前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額                                   99,817千円

（ロ）１株当たりの金額                                     18円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日       平成29年６月12日

（注）１．平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

２．配当金の総額は、従持信託が保有する当社株式24千株に対する配当金444千円を含んでおります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成29年８月14日

株式会社電算

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 轟　　芳英　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩瀬　弘典　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電算の

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第53期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電算の平成29年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第

１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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